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1. 法・政策 

(1) 「臨時交付金 1兆円が休業補償に活用可」：政府が方針転換  

新型コロナウイルスに対する緊急経済対策として国が地方自治体に配る 1 兆円の臨時交付

金について、西村康稔経済再生相は、休業した事業者に各自治体が支給する「協力金」など

の財源にあてられる仕組みにすると明らかにした。政府はこれまで、臨時交付金を事業者へ

の休業補償にあてることに否定的な考えを示してきた。 

 

(2) 雇用調整助成金、さらに拡充へ 

厚生労働省は、企業が働き手に払う休業手当の一部を支援する雇用調整助成金の助成率を、

休業要請に協力するなどした中小企業の場合は現状の最大９０％から１００％に引き上げ

ると発表した。ただ、１人あたりの上限は日額８，３３０円で変わらない。詳細は５月上旬

に公表する予定だ。 

 

「雇用調整助成金の更なる拡充について」 2020年 4月 25日 厚生労働省 

https://www.mhlw.go.jp/content/11603000/000625165.pdf 

 

(3) 働く妊婦の休業を企業に義務付け：医師の判断に基づいて 

新型コロナウイルスの感染に不安を抱えながら働く妊娠中の女性の支援策として、厚生労

働省は、働く妊婦が新型コロナの感染へのストレスなどから休業などが必要な場合、雇用主

がその要望に応じるよう義務づける方向で検討に入った。 

 

妊娠中は肺炎が重症化しやすいとされることなどから、感染に不安を抱えながら働く妊婦

が多い。厚生労働省が、妊婦が勤務に対して強いストレスを感じていると主治医が判断した

場合、雇用主が勤務の制限や休業など主治医の指導に沿った対応を取らなければならない

よう義務づける方向で検討している。 

 

 

2. 法違反・闘い 

(1) コロナ売上減の「富士そば」、シフトカット分の給与を全額補償…組合の要望に応える 

新型コロナウイルスによる経済活動の停滞によって、全国の飲食店が休業や時短を選び、従

業員は減収にあえいでいる。 

https://www.mhlw.go.jp/content/11603000/000625165.pdf


 

富士そばで非正規雇用者として働くユニオンの組合員らが記者会見を行ない、団交によっ

てシフトカット分の給与全額補償が認められたことに一定の手応えを報告した。一方、感染

拡大地域の休業は認められず、全国の飲食店従業員には不安も残っている。 

 

(2) 「ネット授業も出勤せよ」 と NOVA 強要、講師ストも 

新型コロナウイルスの感染が広がる中、英会話学校大手の NOVA が講師に対し、インターネ

ット授業配信のため、換気の悪い事務所や教室への出勤を求めていることが分かった。委託

契約の講師は休講すると無給で、手数料を課されることも判明。講師らは「罰金で出勤を強

要している」と反発し、ストライキを検討している。 

 

外国人講師ら約５０人が加入する労働組合「ゼネラルユニオン」によると、会社側は講師の

自宅からの授業配信を認めず、事務所への出勤を要請。窓が少なく、数十人が同じ部屋に座

っているという。一部の講師は授業ごとに報酬を受け取る委託契約を結んでいて休業手当

が支給されず、感染リスクを理由に自宅待機すると無給になる。 

 

この委託契約では、休講時には自分で別の講師を探すか、会社側に調整を依頼する場合は

「代行手数料」として１レッスン当たり５００円を支払う義務がある。感染拡大で代わりを

探すのは難しく、既に１日で３千～４千円を支払い、５万円以上に膨らんだ人もいる。 

 

会社側によると、約千人いる講師のうち委託契約を結んでいるのは 3 分の 1。残りは雇用契

約で手数料は発生せず休業手当も支払われている。 

 

組合のデニス・テソラット委員長はこれまでの団体交渉で「手数料は休講に対する罰金だ」

と反発。「通勤させるのを即刻やめ、委託講師にも報酬を支払うべきだ」と訴えてきたが進

展がなく、ストに向けた組合員投票を始めた。 

 

(3) 派遣・契約社員「やむなく出社」－新型コロナで訴え相次ぐ 

新型コロナウイルスの感染拡大を避けるため職場に行くのを控えようとしても、会社側が

認めない例が相次いでいる。国は在宅勤務（テレワーク）を促すが判断は会社任せだ。働く

人が国に訴えても改善されず、「やむなく出社」が事実上野放しになっている。 

 

例：身重でも在宅許されず 国は介入及び腰 

 

「出社を見合わせたいのに職場が認めてくれない」。厚生労働省が各地の労働局に設けた窓

口には、こうした相談が集まる。「休暇」に関する相談は４千件近くに達した。労働組合の

窓口などでも、「出社しないと無給になるので行かざるを得ない」といった悩みが多い。 

 

首都圏の派遣社員の３０代女性は、職場が都心にあって通勤電車が混雑しがち。妊娠中のた

め人混みは避けたい。仕事はパソコンによるデスクワークが中心で、派遣先の正社員らはテ



レワークが認められていた。女性は派遣会社と派遣先に自分にも認めるよう求めたが、「必

要な機器がまだ用意できない」などとして拒まれたという。 

 

労働局に相談しても状況は変わらなかった。今月上旬からやむを得ず仕事を休む。有給休暇

は使い切り、いまは「自己都合」による欠勤扱いだ。給料の一部を補償してもらえないかと

派遣会社に相談したが、認められなかった。 

 

(4) マスクつけずに会議出席、「買えなかった」嘱託男性を懲戒処分…大阪の専門学校 

マスクを着けずに会議に出席したことなどを巡り、大阪電子専門学校を運営する学校法人

木村学園が、嘱託職員の男性を出勤停止の懲戒処分にしていたことがわかった。同校職員ら

の労働組合は「行きすぎた処分」として、法人側に団体交渉を申し入れ、来月には抗議文を

提出する方針。。 

 

 

3. 情勢・統計 

(1) 十分な食料得られない人が世界で２億６，５００万人に ：ＷＦＰ 

ＷＦＰ＝世界食糧計画は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の影響で失業者などが

増え、世界で十分な食糧を得られない人はことし末までに去年の２倍近い２億６，５００万

人に達するという見通しを示し、国際社会に支援を呼びかけた。 

 

ＷＦＰやＥＵの報告書によると、去年、紛争や気候変動、経済危機などの影響で世界で十分

な食糧を得られなかった人は、アフリカを中心に１億３，５００万人にのぼった。 

 

今年についてＷＦＰは、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大で各国で外出制限の措置

などがとられ失業する人や労働時間が減る人が増えていることから、世界で十分な食糧を

得られない人は年末までに去年の２倍近い２億６，５００万人に達するという見通しを示

した。 

 

”2020 Global Report on Food Crisis" 

https://docs.wfp.org/api/documents/WFP-

0000114546/download/?_ga=2.73525716.714319112.1587533607-

901975454.1587533607 

 

(2) 政府景気判断が１１年ぶり「悪化」と－４月の月例経済報告 

政府は 4月の月例経済報告で、景気について「急速に悪化しており、極めて厳しい状況」と

の判断を示した。「悪化」の表現を使うのはリーマン・ショックの影響が残る２００９年５

月以来約１１年ぶり。新型コロナウイルスの感染拡大で経済活動の制約が強まり、消費や生

産、雇用などの足元の指標が総崩れとなっている。先行きも「極めて厳しい状況が続く」と

記した。 

 

https://docs.wfp.org/api/documents/WFP-0000114546/download/?_ga=2.73525716.714319112.1587533607-901975454.1587533607
https://docs.wfp.org/api/documents/WFP-0000114546/download/?_ga=2.73525716.714319112.1587533607-901975454.1587533607
https://docs.wfp.org/api/documents/WFP-0000114546/download/?_ga=2.73525716.714319112.1587533607-901975454.1587533607


「月例経済報告（令和２年４月）」令和２年４月２３日 内閣府 

https://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2020/0423getsurei/main.pdf 

 

(3) 移民労働者の送金減少が発展途上国に影響：世界銀行 

世界銀行は新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、移民の労働者の母国などへの送金が

去年と比べておよそ２割減少するという見通しを明らかにし、こうした送金に頼る発展途

上国への影響が懸念される。 

 

世界銀行は移民の労働者による母国などへの送金額に関する報告書を公表し、ことしの送

金額は去年に比べて１９．７％、金額にして１，０９０億ドル減少する見通しだと明らかに

した。 

 

新型コロナウイルスの感染拡大で各国での雇用が大きな影響を受けていることが要因で、

移民の労働者は給与を下げられたり、解雇されたりするなど影響を受けやすいと指摘して

いる。 

 

世界銀行によると移民の労働者による母国などへの送金額は去年、過去最も多いおよそ６

０兆円に達し、発展途上国では貧困の緩和や栄養状態の改善、教育レベルの向上や児童労働

の減少につながっている。 

 

"World Bank Predicts Sharpest Decline of Remittances in Recent History" 

https://www.worldbank.org/en/news/press-release/2020/04/22/world-bank-predicts-

sharpest-decline-of-remittances-in-recent-history 

 

(4) 別居手当、育児休暇など同性パートナーにも異性婚並み制度―大日本住友製薬、パナソ

ニック、積水ハウスも 

同性のパートナーを持つ社員に、住宅手当や休暇取得などで異性の配偶者と同等に扱う社

内制度を設ける企業が増えている。大日本住友製薬は４月から「同性パートナーシップ制度」

を導入し、申請の受け付けを始めた。 

 

パナソニックも平成２８年４月から育児や介護支援など人事関連制度について、同性パー

トナーを配偶者に準じた扱いをしている。 

 

積水ハウスは昨年１１月から同性パートナーのほかに事実婚の社員も対象にした制度を新

設。「本人が周囲に明らかにしていなくても、社内にもＬＧＢＴや事実婚の社員が一定数い

ることを前提にした」として、出産や育児などの休暇を認めている。 

 

(5) コロナで非正規労働者２６万人減 下落幅は過去最大に 

総務省が発表した３月の労働力調査によると、全就業者数のうち、パートやアルバイトなど

非正規労働者は２，１５０万人となり、前年同月比で２６万人減った。比較可能な２０１４

https://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/2020/0423getsurei/main.pdf
https://www.worldbank.org/en/news/press-release/2020/04/22/world-bank-predicts-sharpest-decline-of-remittances-in-recent-history
https://www.worldbank.org/en/news/press-release/2020/04/22/world-bank-predicts-sharpest-decline-of-remittances-in-recent-history


年１月以降で下落幅は過去最大。新型コロナウイルスの感染拡大による休業や営業時間の

短縮、消費低迷で雇用の場が縮小し、非正規労働者が雇用の調整弁とされている実態が浮か

んだ。 

 

「労働力調査（基本集計）2020年 3月分」 2020年 4月 28日 総務省 

https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/pdf/gaiyou.pdf 

 

(6) 世界の総就労時間 ガ１割以上減少か ：ＩＬＯ予測 

新型コロナウイルスの感染が世界的に広がる中、国連の専門機関は、今年第２四半期の世界

の総就労時間は、半年前と比べて１割以上減少するという予測を発表しました。 

 

ＩＬＯ＝国際労働機関は全世界の総就労時間の予測を発表し、新型コロナウイルスの感染

拡大の影響で、ことし４月から６月の第２四半期は、感染が拡大する前の去年１０月から１

２月と比べて１０．５％減少すると述べた。これは３億５００万人が職を失ったのと同じ計

算になるとしている。 

 

"ILO: As job losses escalate, nearly half of global workforce at risk of losing livelihoods" 

https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_743036/lang--

en/index.htm 

 

https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/pdf/gaiyou.pdf
https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_743036/lang--en/index.htm
https://www.ilo.org/global/about-the-ilo/newsroom/news/WCMS_743036/lang--en/index.htm

